
 

【資料１】               第１１回国内における毒ガス弾等に関する総合調査検討会（平成１７年２月２２日）決定 

 

 Ｂ／Ｃ事案の評価基準について                  

 

 

 

１ Ｂ／Ｃ事案に関する評価の考え方  

 

   Ｂ／Ｃ事案（３７事案）について、専門家による助言を得た上で、次に掲げ
る点等を総合的に勘案して、２に掲げる区分による評価を実施する。 

 

（１）情報の内容 

   ① 現在のリスクを疑わせる情報の存在 
    ○ 保有や製造情報だけではなく、埋設情報等現在のリスクが疑われる内容
の情報が存在すること。 

    ○ なお、そうした情報が存在する場合であっても、事後、当該埋設物をす
べて処理した情報が存在する等現在のリスクを否定する情報が存在する

ものについては除外すること。 

   ② 地域の特定性 
   ○ 該当地域が、対策を講ずることが可能な状況にあること。 
 

（２）情報の信頼性 

  ○ （１）に該当する情報について、次に掲げる事項等を勘案し、当該情報
が事実であることを完全に否定しきれないものであること。 

 ・証言情報の場合、証言者の属性・立場、複数の情報の存否、証言者が匿
名か否か 

 ・文献情報の場合、当該文献の属性、複数の文献の存否 
 ・当該地域における過去の環境調査のデータ 

     ・当該地域における過去の発見事例等 
     ・当該地域における土地改変履歴   等 
 

（３）その他の留意すべき事項 

   ○ 当該情報が事実であった場合の被害発生の可能性 
  ○ 漁業や農業への影響等の可能性 
   ○ その他当該事案への対応の関係で留意すべき事情 
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２ 評価と対応  

 

   １の基準に照らし、各事案について、次の区分に従って評価を行い、対策を
講ずる。 

 

区 分 
 

必要な対応 

 

① 毒ガスによる危険が
明白で緊急に対応すべき

切迫性がある 

 

○緊急に掘削・除去等の措置を講じる。 

 

② 切迫した危険性はな
いが毒ガス弾等の存在又

は毒ガス成分による汚染

の可能性が否定できない 

 

○日常生活上の安全性を確認するための土壌等の

環境調査を実施する。埋設可能性のあるものにつ

いては、物理探査も実施。 

○なお、環境調査のメニューについては、Ａ事案

に係るものを参考に、各事案の状況に応じて別に

策定。 

○当該事案の状況に応じ、安全性確保の観点から

留意すべき事項についてマニュアルを策定。 

○万一の場合の緊急対応として、連絡体制等を整

備 

 

③現時点では情報不足で

 あり、評価ができない 

 

（例） 

○今後とも、引き続き、積極的な情報収集を継続

する。 

○追加の地下水調査が必要 

               等 

 

④ 現時点では対応を行
うべき必要性は認められ

ない 

 

○何らかの新たな情報が判明しない限りは、特段

の対応は不要。 

○今後とも、引き続き、情報の受付を行うことが

必要。 

 

 

 


